
愛知県豊川市正岡町流田507
株式会社オンセブンデイズ

代表取締役　森下　喬

現在
（単位：千円） 

流　動　資　産 【2,205,514】 流　動　負　債　 【510,948】

307,508 274,292

188,544 53,126

12,358 27,076

1,015,392 80,015

7,053 1,883

29,048 4,892

285 19,936

308 3,251

1,228 10,178

643,786

固　定　資　産 【680,051】 固　定　負　債 【183,179】

有形固定資産 (413,448) 873

建 物 277,346 182,306

建 物 付 属 設 備 69,411 694,128

構 築 物 12,031

車 両 運 搬 具 149

工 具 器 具 備 品 19,513 株　主　資　本 【2,191,437】

土 地 34,994

建 設 仮 勘 定 0 資　　本　　金 (50,000)

無形固定資産 (38,137) 50,000

ソ フ ト ウ ェ ア 38,137 利　益　剰　余　金 (2,141,437)

投資その他の資産 (228,465) 12,500

匿 名 組 合 出 資 金 12,907 2,330,000

出 資 金 100 ▲201,062

長 期 前 払 費 用 629

差 入 保 証 金 126,420

そ の 他 の 投 資 そ の 他 35

繰 延 税 金 資 産 88,372 2,191,437

2,885,566 2,885,566

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

貸　借　対　照　表

2026年3月31日

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

未 収 入 金 未 払 金

第14期決算公告
2026年6月5日

純　資　産　の　部

短 期 貸 付 金

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

負 債 合 計

前 渡 金 未 払 法 人 税 等

仮 払 金 未 払 消 費 税

未 収 還 付 法 人 税 賞 与 引 当 金

純 資 産 合 計

資　産　合　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

商 品 及 び 製 品 未 払 費 用

貯 蔵 品 預 り 金

前 払 費 用 契 約 負 債



自

至

Ⅰ ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 ． 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ア 時価のあるもの…　期末日の市場価格等に基づく時価法

イ 時価のないもの…　移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法

2 . 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く。）及び

2016年4月1日以降に取得した建物付属設備並びに構築物については、定額

法を採用しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

3 ． 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の回収可能性を勘案して必要な場合計上しています。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当期に対応す

る支給見込 額を計上しております。

4 ． 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり

です。

①　 商品の販売（対面販売）

店頭における商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で、当該商品

の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断しております。したがって、

原則として商品引渡時に収益を認識しております。

② 商品の販売（オンライン販売）

インターネットを利用した通信販売については、商品が顧客に届いた時点で履行

義務が充足されると判断しております。ただし、出荷から引渡しまでの期間が通常

の期間である場合には、企業会計基準適用指針第30号第98項に定める代替的な

取扱いを適用し、商品出荷時に収益を認識しております。

5 ． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

Ⅱ ． 当期純損益金額

当期純利益 千円108,210

個　別　注　記　表

2025年4月1日

2026年3月31日


